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要   約 

 

計画対象地区の青海省果洛チベット族自治州（以下、「果洛州」と称す）は、中華人民共

和国（以下、「中国」と称す）の西方のチベット高原北部に位置する青海省（面積 72 万平

方㎞、人口 50.3万人：1998年）の南東部を占め、面積 7.5万平方㎞、人口 12.65 万人（1998

年）の州である。果洛州は平均海抜が 4,000mを越え、年平均気温は約－0.7℃、年平均降水

量が 513㎜の厳しい自然条件下にある。また、州の人口のうちチベット族が 90％を占める

ところでもある。 

 

 中国政府は現在国家開発計画として、「第９次国民経済社会発展５ヵ年計画（1996～2000

年）」（以下、「９・５計画」と称す）を推進中である。その主要目標は次の３点である。 

① 2000 年の１人あたりのＧＮＰを 1980 年の４倍に増加させる。 

② 貧困解消を目指し、国民生活を最低限レベルから若干ゆとりがあるレベルまで引き

上げる。 

③ 社会主義市場経済体制を初歩的に確立させる。 

さらに長期計画として「2010 年長期目標」を推進中であり、その主要目標として次の３

点があげられている。 

① ＧＮＰを 2000 年の２倍に引き上げる。  

② 国民生活に対し、一層のゆとりを持たせる。 

③ 社会主義市場経済体制の完備を進め、経済の管理体制とメカニズムの規範化、法制化

を一段と推進する。 

 

 同州では高標高等の厳しい自然条件のもと、主産業の牧畜業は依然として旧来型の遊

牧・半遊牧の経営を続けているため生産性が向上せず、社会経済の状況は貧困からの脱却

が遅れている。 

こうした貧困状況の解消対策として、青海省人民政府と果洛州政府は 2000 年までに州内

貧困人口(年収が１人当り 650 元以下)の 85％を貧困生活レベルから離脱させ、1 人あたり

の年収を 850 元に上げることを目標とする「果洛州７年扶貧攻堅計画（1994～2000年）」

（以下、「果洛州７年計画」と称す）を推進している。 

 

 果洛州は 1992 年以来、国の貧困地域に指定されており、州人口の約 20％（1998 年）を

占める貧困人口の比率は、省平均の 14％（1996 年）と比較しても高く、牧畜民の貧困脱出

に有効な手段として四配套（囲欄：鉄柵、採草場、畜舎、冬期用住宅）計画が策定され、

この導入が最優先課題とされている。しかし、同州における四配套導入計画は、青海省（ｌ

市ｌ地区６州）のなかでは最も遅れており、その普及率は約 35％に過ぎず、省平均の 54％

と比べても低いのが実情である。 
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 「果洛州７年計画」では牧畜業の発展や牧畜民の生活レベル向上を目的として、年間約

2,500 戸（貧困牧戸分＋非貧困牧戸分）の四配套建設が計画され、貧困牧戸分はそのうちの

約 30％を充てられており、貧困牧民の貧困脱却に寄与している。 

 

 1998 年末段階で州の貧困牧戸の四配套未導入戸数は約 8,000 戸であり、同州政府は 2001

年以降も継続される予定の「果洛州 7 年計画」と類似の計画により、今後５～10 年程度で

貧困牧民の解消を図る計画である。 

 他方、頻発する雪害により貧困牧民やその家畜に凍傷害や餓死等の被害が多発しており、

雪害発生時の緊急支援体制の早急な整備も熱望されている。 

  

このような背景のもと、中国政府は「貧困牧畜民の貧困からの脱出」と「雪害発生時の

緊急支援体制の拡充」を目的とする、果洛州における四配套（囲欄、人工草地、畜舎、冬

期用住宅）の建設に必要な資材と、雪害発生時支援機材（除雪用機材、回転資金回収車両、

緊急時飼料栽培農機等）の調達を、日本の無償資金協力を得て実施する方針とした。 

 

 これらの背景のもと、中国政府は 1997 年８月に我が国政府に対し無償資金協力の要請を

行い、これを受けて日本国政府は基本設計調査の実施を決定し、国際協力事業団は 1999 年

8 月 2 日から 8 月 31 日までの 30 日間にわたり基本設計調査団を中国へ派遣し、基本設計

調査を実施した。帰国後、基本設計概要書をとりまとめ、基本設計概要説明調査団が 1999

年 12 月 12 日から 12 月 25 日まで中国へ派遣された。 

 

 現地調査においては、中国側と協議を行うとともに貧困牧戸（四配套未導入）や四配套

導入済牧戸調査、雪害発生状況調査、雪害対策機材の現状調査、導入予定機材の維持管理

体制の検討、対象資機材の調達状況調査等を実施し、その後の国内解析を経て基本設計計

画を策定した。 

 

四配套対象牧戸数については、四配套建設後の家畜の増加予測、牧戸の年間返済可能額

の試算等から対象牧戸数を 1,000 戸（再投資分を含めると 2,000 戸）とした。これにより、

回転資金による再投資対象分を含めると総戸数は 2,000戸と想定される。 

  

雪害発生時支援機材については、最近の機材動向を考慮し、機動性に優れるホイールロ

ーダーを各県に 1 台づつ導入し、高地使用についてはオプションの追加で対応する。さら

に、雪害時の備蓄飼料（牧草）生産用の農機として農耕トラクターと、牧草の種子収穫用

としてハーベスタ－を導入する。その他に、ホイールローダーの搬送用にトレーラートラ

ックと回転資金回収等業務用の車両を配備する。 
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以上の選定に基づく資機材のリストは次表のとおりである。 

 

No. 資機材名 主要仕様 台数 必要性・使用目的 

【四配套建設資材】 

1 囲欄ﾌｪﾝｽ 250 畝/牧戸
1,633m/ｾｯﾄ 

1,000 
ｾｯﾄ 飼料不足となる家畜の冬期放牧地境界柵用 

2 
畜舎･冬期

住宅用木

材 

丸太材､角･

板材､7.7ｍ3/
ｾｯﾄ 

1,000 
ｾｯﾄ 
牧民と家畜の越冬用及び家畜の越冬生存率向

上 

3 
畜舎用二

重ﾋﾞﾆｰﾙｼｰ

ﾄ 

厚さ 3㎜、34
ｍ2/ｾｯﾄ(戸) 

1,000 
ｾｯﾄ 家畜の越冬生存率向上及び畜舎の明り取り 

【雪害発生時支援用機材等】 

4 ﾎｲｰﾙﾛｰﾀﾞｰ 90KW以上、
1.5ｍ3以上 

6台 現地の積雪状況から雪害発生箇所での機動的な
除雪作業用。自走可能で機動性に優れる。 

5 ﾄﾚｰﾗｰﾄﾗｯｸ 
11ﾄﾝ積以上、
ﾗﾝﾌﾟｳｴｰ付 1台 

各県配布のﾎｲｰﾙﾛｰﾀﾞｰの故障時に各県～工場間

の長距離（400ｋｍ以上）搬送用車両として必
要。 

6 建設機械
用工具 

100 品目以
上 

6 ｾｯﾄ ﾎｲｰﾙﾛｰﾀﾞｰやﾄﾚｰﾗｰﾄﾗｯｸの部品交換や各機材の
維持管理のために専用の工具が必要。 

7 資金回収
車両 

4WD 、

3000cc以上 2台 
州内に点在する計画対象牧民から、回転資金の

回収を効率良く終わらせるための資金回収業

務車両。 

8 ﾄﾗｸﾀｰ ｸﾛｰﾗｰﾀｲﾌﾟ、

75HP以上 
2台 備蓄飼料牧草生産用。 

9 ﾊｰﾍﾞｽﾀｰ ﾎｲｰﾙﾀｲﾌﾟ、
85HP以上 

2台 備蓄飼料牧草用種子収穫用。 

10 ﾄﾗｸﾀｰ用 
ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ 

7種類 2 ｾｯﾄ 備蓄飼料牧草生産用のﾄﾗｸﾀｰのｱﾀｯﾁﾒﾝﾄ  

 

プロジェクトの実施には、四配套建設後に牧民から徴収する回収資金による回転資金計

画（再投資計画）の確実な推進が重要である。この再投資資金は、四配套導入対象 1,000

戸から回収される日本側の原資分(50％)と中国側の補填分（50％）により調達される。こ

の再投資を含めると計 2,000 戸の四配套建設が可能となり、当初要請の 1,708 戸を越える

四配套が完成する。 

ただし、牧民からの回収資金徴収については、四配套建設後の家畜の確実な増加を図る

ため回収据置き期間を 2 年間設け、資金回収期間を 3 年目からの 4 年間とする。回収比率

は前半の 2 年間（3,4年目）は各 20％、後半の 2 年間（5,6年目）は各 30%とする。 

 

導入機材の維持管理については、配備先の州及び県の農・畜牧局には維持管理部門があ

り、技術・技能職員が配置され維持管理体制は整っている。一方、導入予定機材の導入後
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に必要となる燃料・オイル費用及び維持修理費用は、州農牧局では約 102 万円／年間、各

県の農・畜牧局では約 28～84 万円／年間と試算される。 

この新規発生する維持管理費の各機関予算に対する割合は、数台の新規機材が導入され

る州種子繁殖ｽﾃｰｼｮﾝと瑪沁県では約 10％、その他の県では 2～6％と予測されるが、中国側

の説明から新規機材に対する維持管理費は新たに手当されることを確認している。 

 

本計画を日本の無償資金協力により実施する場合に必要となる事業費は総額 486 百万

円（内、日本側負担経費 345 百万円、中国側負担経費 141 百万円）となる。 

 

本プロジェクト実施による効果は次のとおりである。 

・ 貧困牧戸への四配套導入及び雪害対策機材の導入により、家畜の冬期の凍死や餓死が

回避でき、販売家畜数の増大による収入増加により貧困状況の改善が可能となる。 

・ 四配套建設のうち畜舎建設の効果は顕著であり、羊の生存率向上に伴い牧戸収入も増

加し、年間数千元以上の純収益が確保でき、回収資金の支払いも十分対応可能である。 

・ 果洛州の統計資料を基に試算すれば、当初数年間の家畜増産期には 2,000～4,000 元／

年が、その後の経営安定期には 5,000元以上の便益が見込まれる。経常支出を差し引

いても年間数千元の純収益をあげることが可能であり、回収資金の返済にも十分対応

できる。 

 

・ 回転資金計画（再投資計画）により、新たに 1,000 戸の四配套建設が可能となり、州

全体の貧困牧民解消支援につながる。その結果、貧困人口が多い果洛州の地域経済の

発展及び省内他地区との地域間格差の是正に寄与する。 

・ 中国側は現在実施中の「貧困牧民解消計画」を今後も重点施策として継続する予定で

あり、今回の無償資金協力が実施されれば、中国側の計画推進に大きく貢献する。 

・ 今後、この回転資金計画が予定どおり運用実施され、再投資計画による四配套建設が

確認できれば、貧困牧民解消の有効な方策として他の貧困地区への普及が期待される。 

 

一方、本事業の効果を持続するために中国側が取り組むべき課題は、以下のとおりであ

る。 

・ 日本側の協力による四配套施設の建設後は、牧民は施設の有効利用のため、適切な維

持管理を行うことが大切である。また、州・県の農牧局等の実施・監督機関は牧畜業

の技術指導に加えて、四配套施設の維持管理に関する十分な指導・助言を行うことが

重要である。 

・ 中国側は、従来どおり四配套建設に係る日本側協力部分以外の必要経費を政府補助金

として拠出することに同意しているが、日本側の試算による今回の政府補助金の

10,680 元について、中国側は十分負担可能である旨の回答をしており、この補助金の
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予算手当と確実な執行が必要である。 
・ 回転資金計画を確実に進めるために、提供機材の資金回収車両を活用し牧戸民からの

回転資金徴収を徹底することが重要である。さらに、再投資計画の段階では、中国側

の補填金（一時立替金：牧民からの回収資金で返済される）の手当を確実に行うこと

が必要である。 

・ 雪害対策機材等（除雪用機材、備蓄飼料栽培用農機、回転資金回収車両等）の導入に

より、新たな維持管理費（燃料・オイル費、維持・修理費等）が必要となる。中国側

から必要経費は新たに手当することを確認しているが、予算措置の確実な実施が必要

である。 
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